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1．はじめに 

 希少種が多く生息する干潟環境が沿岸開発などにより

悪化している．それらを保全・再生するには生息適地の

質的・量的な把握が必須であるが，干潟に生息する希少

種に対して面的な生息場評価を行った事例は少ない．そ

の要因として，生息場評価を行うためには多くの地点で

サンプルを採取する必要があるが，軟泥質の干潟は歩く

ことさえも困難であり，調査は干潮時に限られるため時

間的制限もあることが挙げられる． 

そこで本研究では UAV-SfM(Unmanned aerial vehicle - 

Stracture from Motion)に着目した．これはドローン空撮画

像から地形モデルを構築する技術である．干潟への適用

では，標高誤差数 cm 程度の精度を持ち，微地形に依存す

る生物の生息場の評価が可能であると報告されている 1)． 

 本研究で対象とするカブトガニは，絶滅危惧 IA類に指

定されている希少種である．特に幼体は比較的波の穏や

かで，干潮時に干潟ができる遠浅の海岸をもつ内湾に生

息している 2)．生息条件として標高，含泥率，含水率等

が挙げられているが 3)，本種の面的な生息場評価をした

事例はない．そのため，本種の保全を考慮するにあたっ

て干潟における本種幼体の生息場評価は急務である． 

 以上をふまえて，本種の生息地である福岡県福津市津

屋崎干潟湾奥約 22ha を対象として UAV-SfM から得られ

る微地形情報を用いて本種幼体の生息適地を推定し，干

潟環境におけるより簡便な生息場評価手法を提案するこ

とを目的とする． 

2.  方法 

2.1 本種幼体の分布調査 

幼体の分布状況の調査は，本種が活動する 5 月～8 月

の大潮最干潮時刻前後に計 6 回実施した．1 回の調査時

間は約 2時間とし，調査人員は 2人または 3人で行った．

対象地(図-1)にて目視で本種幼体を捜索し，幼体の在・

不在地点にて RTK-GPS 測量を行い，標高及び位置情報を

取得した． 

2.2 UAV-SfM による地形モデルの構築 

 11 月 22 日の干潮時にドローン空撮を実施した．同時に

干潟内に地表基準点(GCP)を配置し，その地点にて

RTK-GPS 測量を行った．調査人員は合計 3 人，ドローン

 

図-1 津屋崎干潟湾奥における幼体の在・不在地点及び GCP 

の機種は DJI F550，カメラは EOS M を使用した．カメラ

を搭載したドローンを高度 150m，速度 9m/s で飛行させ

た．その後，撮影した画像を SfM ソフトウェア Agisoft 

PhotoScan Professional Edition を用いて，点群データを作

成した．次に GCP を用いて座標情報の付加，及び点群デ

ータの補正を行った後，TIN 処理を行い，数値標高モデ

ル(DEM)とオルソ画像の構築を行った(図-2)．また，

ArcGISのSpatial Analystツールを用いてDEMから傾斜率

を算出し，その後，近傍範囲 5,10,15,20,25,30m それぞ

れの平均傾斜率ラスタを作成した． 

2.3 生息場評価モデルの構築 

生息場評価モデルを構築するため，目的変数を分布調

査による本種幼体の在・不在，説明変数を各地点の実測

標高と平均傾斜率，さらにそれぞれの二乗項として一般

化線形モデル(GLM)を構築した． 

生息場評価に適切な平均傾斜率の近傍範囲を選定する

ため，目的変数を本種幼体の在・不在(1 または 0)，説明

変数を各地点の近傍範囲の平均傾斜率とし，作成した各

近傍範囲においてそれぞれ GLM を構築した．その結果，

赤池情報量規準(AIC)が最も低い近傍範囲 10m の平均傾

斜率を採用した(図-3)． 

 

図-2 オルソ画像(左),DEM(中),近傍 10m平均傾斜率(右) 
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その後，生息場評価モデルの GLM の結果の最小 AIC

との差が 2 未満のモデルを検討し(表-1)，ベストモデルを

選定後，生息場評価を行った． 

3.  結果および考察 

表-1より，ベストモデルに近傍 10m 平均傾斜率と標高

の二乗項に有意な差が見られた No.4 を選定した(カット

オフ値 0.418,AUC 0.86,感度 0.86)．説明変数は近傍 10m

平均傾斜率，標高及び標高の二乗項が選択された．各説

明変数に対する応答曲線を図-4示す．また，このベスト

モデルを用いて対象地の幼体出現確率を面的に評価した

結果を図-5に示す．  

3.1幼体の生息適地について 

 他地域における既往研究では適切な標高帯はT.P.-0.5～

1.0m と報告されていたが 3)，図-4 a)より本研究では適切

な標高帯が T.P.-0.2～0.1m 程度であると示され，津屋崎干

潟では特に生息適地の標高帯が限られていると考えられ

る．また，図-4 b)より幼体は近傍 10m 程度のなだらか

な干潟に生息していると示された．さらに出現確率を，

カットオフ値を基準に生息適地・不適地に区分すると幼

体の生息適地は対象地全体(約 22ha)の 36%にあたる 8ha

と推定された． 

3.2本手法の有用性について 

 本研究によって UAV-SfM と生息場評価モデルを用い

ることで，従来の手法に比べ，少ない努力量で広域的な

評価を行えることが示唆された．過去に実施された同地

域を対象とした本種幼体のモニタリング調査では 14 回

の目視調査を平均調査人数 29.5 人で行っていた 4)． それ

に対し，本研究では分布調査 6 回，ドローン空撮 1 回の

計 7 回の調査を平均調査人数約 2.3 人で生息場評価を行

うことができた． 

また，本研究で構築したモデルを用いることで定期的

にドローン空撮を行うだけで経年変化を把握することも

可能である．さらに，干潟に入る機会を極力減らすこと

ができるため，環境の非破壊的な手法としても有用であ

ると考えられる．加えて，本手法を用いることで本種幼

体のみならず，干潟環境に生息する種の生息適地を少な

い努力量で広域的に推定できる可能性が示された． 

4．まとめ 

 分布調査と UAV-SfM より作成した標高及び近傍範囲

10m 平均傾斜率から GLM を構築し，面的な本種幼体の

生息場評価を行った．その結果，生息適地面積は全体の

36%であると示唆された．本手法を用いることで干潟環

境に生息する種の生息適地を少ない努力量で広域的に推

定できる可能性が示された． 

 

図-3 平均傾斜率の近傍範囲とAIC 

表-1 AIC 順に並べた GLM の結果 

* : p<0.05, ** : p<0.01  

    a)標高          b)近傍 10m平均傾斜率 

 

図-4 各説明変数の応答曲線 

 

図-5 津屋崎干潟湾奥の幼体出現確率 
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